
 

1 

 

日本全国の都道府県における物質循環評価手法

に関する研究 
 

 

天野耕二1・戸辺勝俊2・長谷川聖洋3 
 

1正会員 工博 立命館大学教授 理工学部環境システム工学科（〒525-8577草津市野路東1-1-1） 
2立命館大学大学院理工学研究科 

3日本電気株式会社 
 

 

 

 日本全国の都道府県単位で，産業構成に着目した物資フロー分析を行い，循環型社会構築に向けた物質

循環評価を試みた．全国平均では，1円の生産額に対して約1gの廃棄物を発生させる評価結果となったが，

都道府県ごとに見ると，１円の生産に対して0.4gの廃棄物発生で済む地域から2g以上の廃棄物を発生させ

る地域まで，大きなばらつきがあった．第2次産業における業種間比較まで踏み込んだ分析を行った結果，

GDPや生産額等の経済効用指標を組み込んだ物質投入や廃棄物発生を評価することにより，地域（都道府

県）単位で循環を評価する場合と，さらに産業単位に分類して評価する場合に分けながら，物質循環指標

のあり方を提示することができた． 
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１．はじめに 

 

 今日の大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経

済活動により成り立っている地域社会を持続可能な

状態に保つためには，社会システム全体を循環・共

生型に転換しなければならない．すなわち，資源や

エネルギーの循環度を高め，資源採取から廃棄にい

たる各段階での環境負荷を低減するとともに，人間

の活動に伴う物質の移動を自然界の循環に適合させ

ることが求められる．このような循環・共生型社会

の実現は，産業・空間利用・ライフスタイルの各方

面で，その技術・制度・価値観を変革することで達

成されるが，変革のための計画を検討するには，現

状を整理し計画の効果を評価する指標が必要である．

ここで言ういわゆる「循環指標」とは，持続可能な

循環・共生型社会の構築の重要な指針となるべきも

のである． 

 大量の物資に特徴づけられた今日の経済社会と環

境問題との関係を分析する上では，自然環境と経済

活動の間，および様々な経済主体間の物資やエネル

ギーの流れを定量的に把握することが不可欠であり，

そのための新しい環境評価手法としてマテリアルフ

ロー分析1),2)（Material Flow Analysis/Accounting）が

提唱されている．マテリアルフロー分析とは，対象

とする系での物質の流れを定量的に分析し，その値

から環境への負荷を評価する方法であり，その対象

とする系としては，国，地域，産業部門，事業所，

生産工程などさまざまな単位が考えられる． 

一方で，地域を対象とした循環の評価については，

都道府県を領域とした物質代謝に関する分析3),4),5),6)

が進められている．物流関係の統計資料から物質・

水・エネルギーの収支を求めることで，都道府県と

いう「地域規模」における代謝の全体像を描くこと

ができる．さらに，地域や都市における物質代謝を

産業の活動状況ごとに分割した上で，廃棄物の排出

量を代表とする環境負荷との関係をフロー分析から

整理する7)ことも，地域や産業の循環度を詳細に評

価することになる．すなわち，地域ごとの産業構成

に起因する資源と廃棄物の循環，製品の流通形態の

違いを適切に表現できているかについて，物質フロ

ーの比較・評価を通じて検証することが総合的な地

域循環指標の作成につながることになる．循環・共

生の視点で評価する項目として産業廃棄物の発生量

を用いることが多いが，GDPや生産額等の経済効用

指標を組み込みながら地域や産業ごとの物質循環を

評価する意義についても実証しなければならない． 

 GDPを増やしながらwaste（廃棄物）を減らすに

は，「waste/flow（物質フロー量当たりの廃棄物
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量）」が少ないことや「 flow/GDP（GDP当たりの物

質フロー量）」が少ないことが求められると言えよ

う．地域（都道府県）単位で評価する場合と，さら

に産業単位に分類して評価する場合に分けて，物質

循環指標のあり方を問う場合，上記のような単純な

比率から循環・共生度を評価することが第一歩とな

る．本研究の目的は，日本全国の都道府県単位で産

業構成に着目した物質循環を評価する基本的な手法

を提示することである．また，このような評価体系

が，地域ごとの産業活動に起因する資源と廃棄物の

循環，製品の流通形態の違いを適切に表現できてい

るかについて，物質フロー分析を通じて考察し，総

合的な地域循環評価指標のあり方を考える． 

 

 

２．物質フローの推計方法および使用した 

データ 

 

 本研究は，「第６回物流センサス（平成７年全国

貨物純流動調査1995）」8)（以下，物流センサス）

の「年間調査」期間である「1994年1月から12月」

における日本国内の都道府県を評価対象範囲として

いる．フロー種類に関する用語の定義としては， 

・発量：都道府県から出荷された貨物重量 

・着量：都道府県へ入荷された貨物重量 

・内部流動量：都道府県内で出荷され同一都道府

県へ入荷された貨物重量 

を基本用語としている．また，内部流動については，

出荷側を内部流出，入荷側を内部流入と分けて表す．

さらに，都道府県の境や国境を越える流動と，県域

または国内での流動とを区別するため以下のような

用語を用いる．国内での流動で，都道府県の境を越

える流動を純移出（＝発量-内部流動量）と純移入

（＝着量-内部流動量）で表す．海外との流動につ

いては，輸出（都道府県から輸出された貨物流動）

と輸入（都道府県へ輸入された貨物流動）で表し，

国内外を問わず，都道府県の境を越える流動として，

純流出（＝純移出+輸出）と純流入（＝純移入+輸

入）という用語を用いる．本研究では，上記の用語

定義に基づき，都道府県や産業業種ごとの総流入

（純流入に内部流入を加えたもの）を「物質フロ

ー」の評価対象としている．すなわち，系外との出

入りである「純流動」だけでなく，系内のフローも

含んだ「総流動」全体をとらえることが現実的な

「フローの評価」になるものと考える．業種ごとの

詳細な廃棄物統計データ整備状況が都道府県により

異なるため，都道府県単位では40，製造業単位およ

び建設業単位では32，鉱業単位では25の都道府県を

最終的な評価対象とした． 

 まず，国内の物流量を示すデータとして，物流セ

ンサスの「集計表I-3-3 都道府県間年間流動量（品

類別）-重量-〔年間調査・3日間調査〕」を基本デ

ータ3),4)として用いる．この集計表における品類合

計の都道府県間流動量は，「年間調査」の出荷先都

道府県別出荷量を集計したものである．また，品類

別の都道府県間年間流動量は，「年間調査」から求

めた品類合計の都道府県間流動量を「3日間調査」

から求めた品類構成比（都道府県間別）で配分した

ものである．次に，都道府県別8品類入荷量・出荷

量および内部流動量を76品目に按分するためのデー

タとして，「物流センサス 表Ⅳ-2 都道府県間流動

量（品目別）-重量- [3日間調査]」を用いた．総流

出量の按分には各品目・各都道府県の発都道府県合

計量を，総流入の按分には着都道府県合計量を，内

部流動量の按分には同一県内での出入荷量をそれぞ

れ用いた． 

入荷・出荷別に品目ごとに得られた重量を産業単

位に按分するデータとしては，「物流センサス 表

Ⅱ-3-1 発産業業種・品類品目別流動量 -重量- [3

日間調査]」および「物流センサス 表Ⅱ-3-5 着産

業業種・品類品目別流動量 -重量- [3日間調査]」

を用いた．これらのデータは全国平均値に等しい意

味を持つため，そのままでは各都道府県の産業構成

や取引状況などの特徴が無視されることになる．そ

こで，「平成7年 工業統計表 産業編」9)の「製造

品出荷額等」と「原材料使用額等」を用いて配分率

の補正を行った．補正の対象産業は製造業中分類業

種であり，この補正により，各都道府県において，

実際の製造業種構成や取引状況を反映した品類品目

ごとの出荷量と入荷量の収支を評価することができ

る．出荷側の按分データである「表Ⅱ-3-1 発産業

業種・品類品目別流動量」の補正には，都道府県別

業種別製造品出荷額等を用い，入荷側の按分データ

である「表Ⅱ-3-5 着産業業種・品類品目別流動

量」の補正には，都道府県別業種別原材料使用額等

を用いた．具体的には，都道府県ごとに，ある業種

からの出荷量合計が都道府県別業種別製造品出荷額

等による重み付けされた値に補正され，入荷量合計

が都道府県別業種別原材料使用額等による重み付け

された値に補正されることになる． 

さらに，物流データからは把握できない，原材料

としての水利用についてのデータを「平成7年 工業

統計表 用地・用水編」10)から得て算定に加えた．

すなわち，工業統計表用地用水編「第2部 事業所
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数,水源別工業用水量及び用途別工業用水量 表3 

都道府県別,産業中分類別統計表」の「原料用水-淡

水」と「原料用水-海水」に基づき，各都道府県の

製造業中分類別原料用水量を算定した．本研究の物

質フロー分析における原料用水データの意味につい

ては，後述の「フロー量あたりの廃棄物発生量比

率」評価の際にも考察するが，産業廃棄物発生量中

の汚泥系廃棄物の扱いと関連している．地域あるい

は産業単位で廃棄物発生量を重量単位で積み上げる

場合には，汚泥系廃棄物の含水比に注意しなければ

ならない．廃棄物統計データの出所により，汚泥系

廃棄物の発生量が湿重量で公表されているケースと

乾燥重量で公表されているケースがあるが，一般的

に発生汚泥量としてカウントされるときは，湿重量

が想定されている．したがって，総物質フローから

みた廃棄物発生を評価する際に，原材料のフローに

原料用水を含めることが適切と考えて，業種別の原

料用水量を積み上げた．なお，民生部門における上

水利用については，公共下水処理等からの下水処理

汚泥を廃棄物発生としてカウントしていないため，

考慮しなかった． 

輸出入によるフローとして利用するデータについ

ては，1995年度物流センサス「年間調査」の調査期

間である1994年1月から12月に対応させるため，

「港湾統計(年報)1994」11)から「第3表(2) 品種別

都道府県別表(輸移出入)」を輸出入のデータとして

用いた．この表からは，都道府県別・9品類54品目

（うち1品類1品目は，「分類不能のもの」）の輸出

量・輸入量が得られている．最終的には，物流セン

サスでの調査品目と港湾統計での調査品目を統合し

て，5品類56品目（表-１）として物質フロー分析を

集約した．一般廃棄物に関するデータについては，

都道府県別の一般廃棄物発生量を「一般廃棄物処理

事業実態調査・平成7年度実績調査データ」12)から

得た．一般廃棄物の総発生量を用いるため，「市町

村ごみ収集関係の各都道府県合計値」の「総ごみ

量」を各都道府県の一般廃棄物発生量とした．ここ

での「総ごみ量」は「ごみ(除く粗大)収集量」，

「直接搬入ごみ量」，「粗大ごみ収集量」の合計値

であり，「生活系一般ごみ」と「事業系一般ごみ」

の合計値と等しくなる．産業廃棄物量に関するデー

タは，各都道府県の産業廃棄物処理計画13)に記載さ

れている利用可能なデータを用いた．今回の物質収

支評価では，主に処理区分における「発生量」また

は「排出量」を扱っている．各都道府県における産

業の活動量の示す指標としては，「平成６年度 県

民経済統計年報」14)の経済活動別県内総生産を用い

た．図-１に本研究で行った物質フロー分析の手順

を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1  物質フロー分析の手順 

 

 

表-1  物質フロー分析の基本となる5品類56品目の内訳． 

 

品目5分類 食料 燃料 加工品 その他

麦 薪炭 綿花 セメント 産業機械 廃棄物

米,雑穀,豆 石炭 その他農産品 生コンクリート 電気機械 取合わせ品

野菜,果物 原油 原木・製材・その他木材 ガラス類 輸送機械

羊毛 重油 樹脂類 陶磁器 その他機械

その他畜産品 石油製品 鉄鉱石 その他窯業品 書籍・印刷物・記録物

水産品 コークス その他金属鉱 化学薬品 がん具

砂糖 その他石炭製品 砂利,砂,石材等 化学肥料 日用品

その他食料工業品 石灰石 染料,塗料,合成樹脂,その他化学工業品 木製品

飲料 りん鉱石 紙,パルプ ゴム製品

原塩 糸・織物・繊維工業品 その他製造工業品

その他非金属鉱物 金属くず

鉄鋼 くずもの

非鉄金属 動植物性製造飼肥料

金属製品 輸送用容器

対象品目
（56品目）

原料・資源　　　　　　　

 

 

 

物流センサスⅠ

港湾統計 物流センサスⅣ

物流センサスⅡ

工業統計　産業

工業統計　用水

純移出＝発量-内部流動量

純移入＝着量-内部流動量

56品目に統合

都道府県・フロー種類・56品

目

産業別 流動量

按 分 デ ー タ物 量 デ ー タ

都道府県・フロー種類別

8品類流動量

都道府県・フロー種類別

56品目流動量

都道府県・フロー種類・56品目

産業別 流動量

廃棄物量

：基本となるフロー

：推計オプションのフロー
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３．都道府県単位の物質循環評価 

 

図-2は，全国40都道府県ごとの総物質流入量に対

する総廃棄物発生量（一般廃棄物と産業廃棄物の合

計）の散布図である．総物質流入量とは，地域（各

都道府県内の領域）に外部から流入する物質量に加

えて内部流動量（地域内で流動する物資など）を含

んでおり，先に述べたように，系外との出入りであ

る「純流動」だけでなく，系内のフローも含んだ

「総流動」全体をとらえることが現実的な物質フロ

ー（waste/flowにおけるflow）評価になると考える．

図中の線形回帰直線の傾きは0.09すなわち，約10%

を示しており，この直線上にある場合，地域内に流

入する物資の総重量に対して，約10%に相当する重

量の廃棄物が発生するということになる．総フロー

量の積み上げの際にも述べたが，産業単位で廃棄物

発生を評価する際の汚泥の扱いを考慮して，工業用

水としての原料用水量を総物質流入量に含めている．

このため，窯業・土石関連業種において大量の海水

を原料用水として投入している山口県では，総物質

流入量の55%が原料用水量となっている． 

 図-3は，全国40都道府県ごとのGDP（都道府県内

総生産額）に対する総廃棄物発生量の散布図である．

全国平均では，1円の生産額に対して約1gの廃棄物

を発生させる計算になるが，都道府県ごとに見ると，

１円の生産に対して0.4gの廃棄物発生で済む地域か

ら2g以上の廃棄物を発生させる地域まで，大きなば

らつきがあることがわかる． 

図-4は，全国40都道府県ごとのGDPに対する総物

質流入量の散布図である．やはり，生産額1円に対

して3g程度の物質流入で済む地域から，43gもの物

質流入を伴う地域まで様々なケースがある．GDPに

対する総物質流入量の割合を「産業活動における省

資源度」とすると，地域内総生産額に占める第3次

産業の割合の高い地域ほど「直接の資源投入の少な

い産業経済」として省資源度が高いという定量的な

評価も考えられよう． 

以上のような「地域の循環度」を表す指標の全国

基礎統計を表-2にまとめる．総物質流入量あたりの
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図-2  全国40都道府県ごとの総物質流入量に対する総廃

棄物発生量 
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図-3  全国40都道府県ごとのGDP（都道府県内総生産

額）に対する総廃棄物発生量 
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図-4  全国40都道府県ごとのGDP（都道府県内総生産

額）に対する総物質流入量 
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廃棄物発生量（waste/flow）は，全国平均で約0.09

となり，先に述べたように，流入した物質重量の１

割ほどの割合で廃棄物が発生する計算になる．しか

し，地域（都道府県）により最小0.03から最大0.21

までのばらつきにも注意しなければならない．総物

質流入量とGDPでともに同様の大きな値を持ちなが

ら，廃棄物発生量に差が見られる千葉県と愛知県に

ついては，GDPの主力となっている製造業の業種構

成の違いが目立っている．千葉県では，製造業全体

の総生産額において化学工業や鉄鋼業など素材系製

造業の占める比率が29%であることに対して，愛知

県では素材系製造業は8%である．一方で，機械系製

造業の占める比率が千葉県では21%に対して，愛知

県では60%にも達している． 

さらに，総物質流入量における原料用水の割合が

最大で57%に達している県があることも考慮すべき

である．分析対象の40都道府県の平均では，総物質

流入量における原料用水の割合は12%であったが，

窯業・土石部門や化学工業部門における海水利用量

が大きい県では，50%前後になるケースも見られた． 

GDPあたりの廃棄物発生量（waste/GDP），およ

び，GDPあたりの総物質流入量（ flow/GDP）につい

ても，地域ごとの「廃棄物発生からみた生産効率」

や「省資源の観点からみた生産効率」には大きなば

らつきがあることを示している．このようなばらつ

きの要因を説明するひとつの視点として，都道府県

ごとの産業構成（総生産額に占める第1次・2次・3

次産業の割合）と各種循環評価の関係を次節で考察

する． 

 

 

４．産業構成と地域の物質循環評価との関係 

 

 図-5は，各都道府県における「総生産額に占める

第3次産業の割合」と「都道府県GDPあたりの一般

廃棄物発生量」の関係を示している．廃棄物発生を，

特に，一般廃棄物に限定してGDPあたりの比率にし

て評価してみると，地域内の第3次産業活動の割合

が高い地域ほどこの比率が高くなることがわかる．

ただし，東京都に関しては，大企業の本社機能その

他極めて生産集約度の高いサイトを数多く持つこと

などから，都道府県GDPあたりの一般廃棄物発生量

の割合が他地域と比較して非常に小さい値となって

いる．一方で，GDPあたりの一般廃棄物発生量の値

が大きいところには，観光地型の一般廃棄物発生特

性をうかがうことができる．一般廃棄物の起源は家

庭系ごみと事業系ごみに分けられるが，ここでは地

表-2  「地域の循環度」指標の全国基礎統計． 
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図-5  各都道府県における「総生産額に占める第３次産

業の割合」と「都道府県GDPあたりの一般廃棄物

発生量」の関係 
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図-6  各都道府県における「総生産額に占める第２次産

業の割合」と「都道府県GDPあたりの産業廃棄物

発生量」の関係 

 

 

Waste/flow Waste/GDP flow/GDP
単位 - ｇ/円 ｇ/円

都道府県数 40 40 40
平均値 0.09 1.03 12.75
最小値 0.03 0.38 3.05
最大値 0.21 2.31 42.96

標準偏差 0.04 0.49 6.90
変動係数 0.41 0.48 0.54
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域における消費活動活性の結果としての廃棄物発生

を評価対象として，両起源の和である一般廃棄物総

量をとらえている．廃棄物統計としても，家庭系ご

みにおける事業系からの混入が自治体の地域特性や

政策特性により異なる15)という問題もある．したが

って，第3次産業生産額比率で表されるような「サ

ービス産業に関連した消費活動の活性」と「GDPあ

たりの一般廃棄物総量」の関係を通して，一般消費

活動から見た地域の循環度は評価可能と考える． 

次に，図-6に各都道府県における「総生産額に占

める第2次産業の割合」と「都道府県GDPあたりの

産業廃棄物発生量」の関係を示す．前述の，第3次

産業と一般廃棄物の関係とは異なり，第2次産業の

シェアが必ずしも産業廃棄物の発生と単純な関係に

はないことがわかる．GDPあたりの産業廃棄物発生

量が大きい宮崎県と鹿児島県は第1次産業由来の廃

棄物の影響が強く，宮崎県では産業廃棄物発生の

56%，鹿児島では61%が畜産関連であった．また，

同様にGDPあたりの産業廃棄物発生量が大きい愛媛

県では，製紙・パルプ関連業種を中心とする製造業

からの汚泥が産業廃棄物発生の66%を占めていた．

他の都道府県についても，業種によっては生産活動

拡大に伴って廃棄物排出量を増大させざるを得ない

部門もあれば，製品デザインや製造システムに関わ

る技術革新により廃棄物排出量を増やすことなく生

産活動拡大につなげられる分野もある．今後は，同

じ第2次産業でも，このような「地域社会の循環

度」における位置付けを考えながら業種ごとの生産

性を論じていくこと必要がある． 

そこで，次節では，第2次産業に属する代表的な

産業分類である，製造業，建設業，鉱業について，

各産業単位での総物質流入量，産業廃棄物発生量，

総生産額を用いて，それぞれの循環度を比較・評価

し，地域物質循環評価における産業単位の循環評価

のあり方を考える．  

 

 

５．第2次産業の代表３業種における物質循環

評価 

  

 都道府県ごとの製造業，建設業，鉱業について，

①（図-7）各産業に投入される総物質流入量

（flow）に対する各産業から発生する産業廃棄物量

（waste），②（図-8）各産業の生産額（product）

に対する各産業からの産業廃棄物発生量（waste），

③（図-9）各産業の生産額（product）に対する各

産業への総物質流入量（flow），という3つの物質

循環評価結果を示す．さらに，これら3つの物質循

環評価指標の全国基礎統計を表-3にまとめる． 

①については，産業ごとの「資源有効利用率」の

評価という解釈もできるが，「waste/flow」の平均

値で見ると，製造業0.08，建設業0.07となっており，

両産業に投入された資源の10％弱にあたる廃棄物が

発生していることになる．他方，鉱業では，0.42と

資源投入量の約40％にあたる産業廃棄物が発生して

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0 50 100 150 200

都道府県・産業ごとの物質流入量（1012g）

都
道

府
県

・
産

業
ご

と
の

廃
棄

物
発

生
量

（
1
01
2 g）

製造業 建設業 鉱業

大阪府(製造業)

千葉県 兵庫県

山口県

愛知県
福岡県

大阪府(建設業)

 
 

図-7  都道府県・第2次産業業種ごとの総物質流入量に

対する総廃棄物発生量 
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図-8  都道府県・第2次産業業種ごとの生産額に対する

産業廃棄物発生量 
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いることになり，同じ第2次産業でも，製造業，建

設業とは約4倍の開きがある．さらに，全国統計で

みた場合の変動の大きさからも，鉱業の場合は評価

結果のばらつきが際だって大きいことがわかる．た

だし，都道府県単位の考察においても問題となった

「原料用水の扱い」にも注意しなければならない．

山口県の製造業における物質流入量のおよそ半分は，

窯業・土石関連部門の海水投入である．同様に，福

岡県の製造業においても，物質流入量の4分の1近く

が化学工業部門の海水利用になっている．これら原

料用水としての大量の海水投入量に対する汚泥系廃

棄物の発生内訳を考慮した「waste/flow」の評価も

求められる． 

つぎに，②については，地域ごとの各産業におけ

る「廃棄物発生から見た生産効率」を評価している

とも言えよう．製造業，建設業では，1円の生産額

に対して平均約2gの産業廃棄物を発生する計算であ

る．しかし，鉱業では，生産額1円に対して，平均

約30円余りと他2業種と比較して約15倍の生産効率

の違いが見られる．さらに，③は，地域ごとの各産

業の「省資源の観点からみた生産効率」を評価して

いることになる．これによると，製造業，建設業で

は，1円の生産額あたり平均約30gの資源投入が必要

ということを示す．また，鉱業では生産額1円に対

して，平均約120ｇの資源投入が必要となり，やは

り他2業種と比較して約4倍の生産効率の違いが示さ

れている． 

以上のように，同じ第2次産業においても，鉱業

は，製造業や建設業と比較して，生産効率・資源有

効利用効率などで見た循環度評価が比較的低く，地

域によるばらつきも大きいという結果が得られた．

鉱業という産業を考えると，天然資源など1次産品

を扱う産業であることから，資源採掘場所によって

鉱物の品位が様々であり，生産量に対する含有量が

異なることが考えられる．また，鉱物資源は，金属

鉱石と非金属鉱石に大別できるが，その種類によっ

て市場価格が様々である．特に，非金属鉱石は，安

定した市場価格をもって流通することは比較的少な

く，価格が一般的に廉価である上に，鉱石そのもの

の価値よりも，鉱床の立地，採掘条件，とくに需要

地までの輸送条件などが価格に強い影響を与えてい

る． 

製造業では，基礎素材型産業，加工・組立型産業，

生活関連型産業等，重工業から軽工業まで，投入す

る資源・原料や産出する製品と廃棄物の種類が多様

であるため，産業の規模，組合せ等によって，評価

結果のばらつきが出てきている．建設業については，

対象とした3業種の中で最も物質循環に関わる効率

が高く評価されており，しかも，ばらつきも比較的

少なかった．これは，製造業，鉱業と比較して，動

脈側・静脈側ともに投入資材の品質が比較的安定し

ていること，建設という産業プロセスが全国的にど

ちらかと言うと画一化されていること，すなわち，

業種内の物質フローからみたばらつきが小さいこと

表-3  都道府県・第2次産業業種ごとの物質循環指標の全国基礎統計． 

 

業種 製造業 建設業 鉱業 製造業 建設業 鉱業 製造業 建設業 鉱業
都道府県数 32 32 25 32 32 25 32 32 25

平均値 0.08 0.07 0.42 2.03 1.90 32.72 29.56 29.45 117.29
最小値 0.03 0.02 0.00 0.35 0.75 0.08 8.00 15.64 36.52
最大値 0.18 0.13 2.13 5.53 5.26 97.61 103.27 64.00 324.26

標準偏差 0.04 0.03 0.49 1.28 0.84 28.00 24.03 9.06 73.45
変動係数 0.48 0.43 1.14 0.63 0.44 0.86 0.81 0.31 0.63

（-） （ｇ/円） （ｇ/円）
①　Waste/ flow ②　Waste/GDP ③　flow/ GDP
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図-9  都道府県・第2次産業業種ごとの生産額に対する

物質流入量 
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によるものと考えられる．建設業における地域間の

ばらつきについては，建設プロジェクトの規模，建

造物の種類，更新時期の違いなどによる発生廃棄物

の種類が影響するものと考えられる． 

 一方で，産業単位の分析結果から，都道府県ごと

の主力産業の生産効率や廃棄物発生特性の比重が重

要な意味を持つこともよくわかる．県全体及び製造

業，建設業，鉱業のすべての集計単位で産業廃棄物

発生量のデータが利用可能であった23の地域のうち，

19地域で製造業由来の産業廃棄物発生量が建設業お

よび鉱業由来の廃棄物発生量を上回った．しかし，

山梨県，石川県，奈良県，沖縄県においては，上記

第2次産業３業種の中では建設業由来の廃棄物発生

が最も大きいという結果も得られた． 

 

 

６．まとめ 

 

本研究では，日本全国の都道府県単位で物質フロ

ー分析を行った上で，産業構成にも着目した比較や

評価を行い，さらには，第2次産業における業種間

比較まで踏み込んだ考察を試みた．このように，産

業単位で見た物質循環に関わる諸特性が地域の物質

循環にどのように影響するかを考えることにより，

都道府県ごとの主力産業の生産効率や廃棄物発生特

性の比重が重要な意味を持つことが明らかとなった．

GDPや生産額等の経済効用指標を組み込んだ物質投

入や廃棄物発生を評価することにより，地域（都道

府県）単位で循環を評価する場合と，さらに産業単

位に分類して評価する場合に分けながら，物質循環

から見た地域循環度の評価体系を整理することがで

きた．汎用性のある地域循環指標として一般化する

までには多くの課題が残るが，地域単位と産業単位

の基礎データを積み上げる意義は明確に議論できた

と考える． 

今後の課題としては，まず，総物質フローにおけ

る水の扱いを厳密に検討することがあげられる．本

研究では，地域単位のフローを産業単位に分割する

観点で，工業用水としての原料用水までは積み上げ

たが，主として民生部門での水収支の基礎となる上

水道データは扱わなかった．産業部門においても，

排水処理汚泥と排水処理水の整合性を保持しながら

水収支をとらえていく必要がある．また，産業ごと

のより詳細な物質循環特性を具体的に「地域社会の

循環度」に的確に反映させるためにも，物質の品類，

品目，産業廃棄物の種類にまで集計単位を分割した

精密フロー分析へと進展させていく必要がある．さ

らには，物資の輸送距離と重量を考慮した輸送トン

キロ（t・km）という数値を改めて評価することに

より，「循環の輪の大きさ」という新たな評価項目

を導入することなどが考えられる． 
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EVALUATION METHOD OF REGIONAL MATERIAL BALANCE ON JAPANESE 
PREFECTURES 

 
Koji AMANO, Katsutoshi TOBE and Masahiro HASEGAWA 

 
   This study analyzed the mass-flow of material and waste in individual industrial regions to evaluate a material flow 
model encompassing the larger industrial area. The regions included 25-40 Japanese prefectures in 1994. We used the 
emission rate of total or industrial waste as an environmental loading item, in order to create an indicator capable of 
evaluating regional sustainability. Generation of industrial waste was also compared in each industrial category. The 
relationships between total waste volume and the total material input of the objected prefectures imply that total 
waste corresponds to nearly 10% of the total material input generated in every prefecture. 


